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研究成果の概要（和文）：本研究は，環境問題が，途上国と先進国間など所得水準の異なる二国間の移民にどの
ような影響を与えるか，環境と移民との関係を経済学的に分析した．本分析では，通常の移民モデルと下記の点
で異なる．通常移民は家族単位で行うことが前提だが，ここでは労働は移民前の自国で行い，配偶者と子供のみ
を移民先で扶養しつつ，その生活費を自国から移民国宛に移転し，移民先で，配偶者及び子供が教育その他の公
共サービスを受けとる，といういわゆる衛星家族に焦点をあてた経済学的分析を行った．具体的には，衛星家族
の導出ための数理モデルを構築し，１．通常の移民，２．衛星家族の移民，という２つの均衡が起こりうる条件
を検討した．

研究成果の概要（英文）：This study analyzes how environmental issues affect migration between two 
countries with different income levels, such as between a developing country and a developed country
 from an economic point of view. This analysis differs from the existing migration models in the 
following respects. In this analysis, we focus on a so-called satellite family， in which a 
bread-winner works in the source country while the spouse and children receive education and 
environmental services in the destination country as well as they receive financial support from the
 bread-winner. Specifically, we constructed a microeconomic model to derive two equilibrium where 
satellite families exist and do not exist and examined the conditions under which two equilibria can
 be derived.

研究分野：環境経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
急速な経済成長による環境悪化が移民にどのような影響を与えうるか，国を越える人の移動について検討するこ
とが目的である．途上国の大都市では大気や水質汚染が深刻化し，熟練労働者の中にはより良い環境を求めて移
住を選択する人々が増えている．また，欧米諸国では働き手は自国に残り，配偶者とその子供だけが移民する衛
生家族という新しい形の移民が出現し，注目されている．衛生家族とはどのような社会的，経済的要因で出現し
うるか，こうしたタイプの移民を促進，抑制する要因とは，どのような政策対応が必要か，について経済学的に
分析することは，今後先進国が，少子高齢化を迎えつつ，経済成長を維持するために重要な要素となりうる．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
環境と移民との関係では，例えば気候変動や汚染は農業生産性に負の影響を及ぼす場合が多いと
考えられ，土地を失った途上国の農民が未熟練労働者となり先進国に移民する事態などが検討さ
れてきた．しかし最新の実証研究結果(1)では，気候変動由来の途上国・先進国間の移民は，賃
金格差に触発された熟練労働者が多いことが統計的に示されている．賃金格差由来の移民は理論
モデルが存在する(2)が，環境移民に関しては分析されていない．一方，中国では熟練労働者な
ど環境汚染を避けるための国内移住が顕在化している(3)が，国外への移民も増加，稼ぎ手は本
国居住，妻子のみ先進国移住という衛星家族が増えるなど，近年良好な環境を求めて移民する傾
向が出てきている(4)．北米ではアメニティー価値が高い地域での居住を求める国内移住の分析
例が数多い(5)が，環境分野では実証研究が多く，理論モデルの開発が急務となっている． 
 
経済地理学の発展により，居住地や企業の立地に関してはミクロ経済学的基礎に基づいた立地選
択モデルの構築が広く行われてきている．新経済地理学では，企業が市場規模の大きな地域に集
積する一方で，熟練労働者の移住によって逆に企業集積のある市場の規模が大きくなるという
核・周辺モデルが開発され，移民のフィードバック効果が導出されている(6)が，地域の持つア
メニティーの影響については分析されていない．他方立地均衡モデルでは，移住におけるアメニ
ティーの役割，人的資本形成や知識のスピルオーバーについて分析している(7)が，移民のフィ
ードバック効果については分析されていない．また，両者とも環境問題を明示的に分析対象とは
していない．本研究の特色は，熟練労働者の移民を考慮した一般均衡モデルを構築することにあ
る． 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は，環境問題が移民にどのような影響を与えるか，熟練労働者の移民に焦点を置い
た理論モデル構築を行う．  
 
３．研究の方法 
具体的には，新しい移民である衛星家族を数学的に導出するため，熟練労働者の移民に焦点を置
いた一般均衡モデルを構築する． 
 
４．研究成果 
本研究は，環境問題が，途上国と先進国間など所得水準の異なる二国間の移民にどのような影響
を与えるか，環境と移民との関係を経済学的に分析した．本分析では，通常の移民モデルと下記
の点で異なる．通常移民は家族単位で行うことが前提だが，ここでは労働は移民前の自国で行い，
配偶者と子供のみを移民先で扶養しつつ，その生活費を自国から移民国宛に移転し，移民先で，
配偶者及び子供が教育その他の公共サービスを受けとる，といういわゆる衛星家族に焦点をあて
た経済学的分析を行った．具体的には，衛星家族の導出ための数理モデルを構築し，１．通常の
移民，２．衛星家族の移民，という２つの均衡が起こりうる条件を検討した． 
 
(1)モデル 
本研究課題においては，私的に提供される公共財を用いた衛星家族のモデルを構築した．衛星家
族とは，稼ぎ手だけが移住先に留まり，配偶者と子供は移住先に移住するという新しいタイプの
移民である．我々は，衛星家族のコストが移住元の公共財の供給に与える影響を分析する．移住
元の家族は 3つの選択肢を持つと仮定する．自国に留まる，家族全員で移住する，生計維持者だ
けが留まり配偶者と子供は移住し衛星家族となる． 
各家族が，移住するか，衛星家族になるか，自国に留まるかの決定を，両国の税金と公共財の関
数として定義する．まず，移住元に留まる家族，移住先に移住する家族，衛星家族となる家族の
効用を定義する．次に，移民元政府の目的関数を収入と支出により定義する． 
 
(1)- a 自国に留まるか，家族全員で移民するか． 
まず，移民するか自国に留まるか効用を比較して，自国に留まる際の基準所得税率を導出する． 
(1)- b 自国に留まるか，衛星家族となるか． 
次に，衛星家族となるか，自国に留まるか効用を比較して，自国に留まる際の，公共財提供水準



の最小閾値を求める． 
 
(1)- c 衛星家族となるか，家族全員で移民するか． 
続いて，衛星家族となるか，家族全員で移民するか効用を比較して，衛星家族となる際の基準所
得税率を導出する． 
 
(2)移民元国政府の戦略 
一般的に，移民元国としては，国民に移民されると，人口減少が引き起こされるだけでなく，貴
重な熟練労働者が減少，所得税収が減少するため好ましくない．そのため，移民元国政府の戦略
として，本論文では以下の２つの戦略を検討する． 
 
(2)- a 移民元国政府の戦略 1：移民を阻止したい場合 
政府の支出関数に，(1)- aで得た基準税率を代入し，b の公共財提供水準の閾値を制約条件とし
て，均衡における公共財の供給水準と税率に関する一階条件を得る． 
(2)- b 移民元国政府の戦略 2:稼ぎ手の移民は阻止したい場合(やむを得ず他の家族構成員の移
民は認める場合) 
政府の支出関数に，(1)- cで得た基準税率を代入し，b の公共財提供水準の閾値を制約条件とし
て，均衡における公共財の供給水準と税率に関する一階条件を得る．その上で，上記 2戦略が同
時に存在し得る条件について検討する． 
 
(3)比較静学 
ここまでの分析で，基準所得税率(t)は衛星家族(となるための)移民費用の関数(ms)として定義
できることが分かった．図 1 をご参照頂きたい．ms >ms* のとき，衛星家族を選択する家族はい
ないため，t は ms に対して独立である．従って，ms が減少しても，t は変化しない．一方，ms
≦ms*のとき，tは msの減少関数となることが分かった． 
 

 

        図 1 移民費用と所得税 
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